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研究論文

授業後アンケート調査自由記載より自殺相談対応研修を振り返る

田中生雅1)、田中優司1)

【要旨】自殺に関する悩みを、援助希求をしやすい身近な「家族」「友人」といった人物に相談する場合が

あり、「友人」である「学生」の相談対応力や必要な窓口へつなげる行動が、自殺を防ぐ力として大きく

期待されるようになっている。「自殺相談対応研修」は、各教育現場に少しずつ浸透してきているが実際

の自殺相談対応や大学環境、学生のメンタルヘルスにどのように寄与しているかを検討した報告はまだ少

ない。我々は、学生のゲートキーパーとしての対応能力を向上させるために、大学の授業時間に「自殺相

談対応研修」を組み込み、年に83名が受講してきた。今回、教育実践の中でアンケート調査を行い、その

うち自由記載意見の回答16件分について記し、報告した。
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はじめに

大学保健管理部門では、日々の学生への健康支

援活動として、定期健康診断やスクリーニング結

果を利用した健康指導や日常の自主的な健康相談

を行っている。学生の健康相談の面接を行ってい

ると、年に数度は「死にたいと思うことが時々あ

る」と自殺念慮を打ち明けられ、丁寧な対応や配

慮が必要となる場合がある。学生は、自殺に関す

る相談を直接、精神科等の医療機関、いのちの電

話等の県や市町村の公共の窓口、最近ではLINE

などのSNS で連絡がとれる窓口を利用する場合が

あるが、大学の保健管理施設で精神科学校医や心

理カウンセラーなどに相談する場合がある。自殺

対策白書　平成28年度版（厚生労働省）l）は、「自

殺死亡率が最も低い水準であった頃である平成2

年と平成26年を比較すると、70 歳代以降の高齢層

の自殺死亡率が大幅に低下している一方、30歳代

以下の若い世代の自殺者数が上昇していることが

わかる」と述べている。「自殺対策白書　平成30

年度版」2）には「若い世代の自殺は深刻な状況に

あり、15歳から39歳の各年代の死因の第1位は『自

殺』であり、若い世代の自殺が死因の第1位であ

るのは先進国で日本だけである」と述べている。

この年代に含まれる大学生世代の自殺対策も喫緊

の課題である。2016年には、自殺対策基本法が改

正され、2018年以降、市町村でも自殺予防の実行

計画を立てることとなった。小、中、高等学校等

での自殺予防教育に取り組む自治体も多いと思わ

れる。大学生世代の自殺対策として、大学では教

職員への自殺相談対応研修のニースが増えている

状況である。

さて、大学生は相談するにあたり、身近な「家族」

「友人」といった人物にまず相談する場合が多い。3）

白殺対策として、学生を身近な関係者「友人」と

して期待し、相談対応力や必要な窓口へつなげる

力を育てることが重要な意味を持つようになって

きている。さらに本学では2017年度に、教育学部

を中心に教員養成課程、教育支援専門職養成課程

から成る大学に改組された。卒後は教職や学生支

援、心理福祉分野に携わる者がさらに多くなると

期待されている。将来、児童や生徒の相談対応に

当たり対応する立場であり、大学での白殺相談対

応研修は自殺問題を考える良い機会と期待でき

る。このような研修の実践が、実際の自殺相談対

応や大学環境、学生のメンタルヘルスにどのよう

に寄与しているかを追求した報告はまだ少ない。

2018年12月10日受理

1)愛知教育大学 健康支援センター

9



授業後アンケート調査自由記載より自殺相談対応研修を振り返る

学生自身の相談対応力向上を目的に、筆者が担

当する大学授業の時間を通じてゲートキーパーと

しての対応できるよう「自殺相談対応研修」を毎

年行っている。2018年度は83名が受講した。自殺

対応研修がどのように学生に寄与しているか調査

するために、本年度の授業実践の中でアンケート

調査を行い検討した。

方法

2018年度に筆者が実施する授業（「心身健康管

理学特論」「精神医学特論」「健康管理学」「精神

医学入門」）内にて合計83名を対象に「自殺相談

対応研修」を行った。回答した学生はいずれも教

育職もしくは臨床心理職を志望する学部生もしく

は大学院生である。授業時間は90分であった。研

修テキストは全国大学メンタルヘルス学会HPよ

りダウンロードした「あなたが守る命のともしび」

4）を使用した。「あなたが守る命のともしび」テ

キストは、2010年に開発された教材である。グルー

プワークでの講義形式のコンテンツで大学の一回

の授業時間で実施できる内容となっている。現在、

全国大学メンタルヘルス学会HPにて公表されて

おり、無料でダウンロード、入手できる。教師用

テキスト、生徒用テキスト、パワーポイントも添

付されているため、大学生の自殺予防活動を行い

たい場合は、教師用テキストの通りに実施すれば、

すぐに開催できる利点がある。授業の構成はおお

よそ、①自殺することが周囲に与える影響、②自

殺することを考える人の気持ち、③自殺の危険因

子、④うつ病やうつ病以外の精神状態と自殺、⑤

自殺を考えている人に向き合う時の心構えのポイ

ント、⑥自殺を考えている人との会話（グループ

ワーク）である。今回の研修は、内容を統一する

意味合いも含めこの教師用テキスト、生徒用テキ

ストに沿ったが、最近の自殺統計のデータ等は適

宜最新のものを提示した。

研修後に研修がどのように役立つ可能性がある

かについてアンケート調査をした。今回は自由記

載意見の回答の記載のあった16件分について検討

し、今後の課題について考察した。

尚、本調査は愛知教育大学研究倫理審査委員会

の承認を得ている（承認番号AUE20180301HUM ）。

結 果（表1）

自由記載のテーマが「対応方法」である項目が9

件(56.3%) と最も多く、「どのようにリファー

するか」「病院に行かない場合はどうするか」な

どの実際的な疑問点について述べられていた。二

番目に｢命の教育、研修の必要性｣｢実践への意欲｣

をテーマとする項目が3件ずつ(18．8％)であった。

｢もっと相談しやすい社会となるとよい｣等の社

会環境に関する意見も1件あった。

考察

（1）対応方法（9件）

アンケート自由記載意見では16人中9件の方が

対応方法に関する意見を述べた。「早く気が付い

て、自殺の原因を聴くことが大切であるとよくわ

かりました」「自殺しないでほしいと言うとよく

書いてあるが、軽く聞こえてしまいそうで難しい」

など自殺相談のポイントに関する回答があった。

研修では「死んだ方がましでないかと思います。」

などの相談者の発言の幾らかにどのように応じる

かを考えさせる時間があり、学生には「正解があ

るわけではなく、教室にいる皆で意見を出し合っ

て、自分の案以外で良い意見があれば、テキスト

に書き込んで、いざ相談にのる際の知恵袋にする

よう」、「実習し、自殺の相談を授業の形ではある

が、体験することが大事である」と話している。90

分の研修とはいえ、皆真剣に話し合い、言葉に

出して発表することは、良い相談の疑似体験 と

なっていると思われる。

また、「ロールプレイや、どのように入院につ

なげていくか勉強したい」「どこにリファーした

らよいか記して欲しい」「病院に行かない場合は

どうするか」など今後の研修に補うべき情報に関

する回答が見られた。具体的な場面設定、研修開

催地周辺での繋ぐべき相談窓口を盛り込んだケー

スでの実際的な練習が、ゲートキーパーの役割を

把握するためにも、研修として追補されるのが良

いと思われる。自殺相談対応の繋ぎ先としては、

「いのちの電話」「自殺対策センター」、NPO法人

などで自殺の相談活動をしている団体等、自殺の

相談が対応できる相談窓口が考えられる。

また、以前より、自殺の直前では精神状態の悪

化、特に多くが「うつ状態」となっていることが

注目され、個別的な対応でうつ状態が推定される

場合には、医療機関への受診が推奨されてきた。

最近では、「うつ状態」にいたるまでの背景や抱

えているトラブ ルにまで目を向け、DV や犯罪被

害では警察、借金、破産等の経済的な問題、介護

や離婚など生活上の問題、セクハラや労働上の問

題では「法テラス」や県、市役所、労働局等の役

場の窓口の紹介されている窓口案内をみることも

多くなった。自殺を考えている人の悩みの解決を

考えるにあたって大切な情報と思われる。
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表1　　アンケート自由記載（平成30年度自殺相談対応研修）

意見　テーマ　　 内　　容

学級開きに毎年命について話します。そこで自分の同級生など自ら命を絶った人もいることを伝え、

それは友人家族を悲しませたり裏切ったりすることにつながるということを伝えます。そして、その1教　　育

行動に移す前に先生、家族、友人、誰でも良いから話す、相談することを必ずしてほしいと伝えてい

ます。

中学や高校でも、もっと研修が広まったらいいと思った。「自殺」をふれてはいけないもののように扱2
教　　 育

うより、身近に存在し得る問題として捉えられたらいいと思った。

相談されたときの受け答えで、とても変わると思う。相談を受けるかもしれない人は講習を受けるベ3
教　　 育

きだと思った。

4社会環境

（2）教育

わが国で自殺が深刻な社会問題となって以降、

2006年度「児童生徒の白殺予防に向けた取組に関

する検討会」、2008年度「児童生徒の自殺予防に

関する調査研究協力者会議」を発端に、「子ども

の自殺がおきた時の緊急対応の手引き（2010年）」

5）「子どもに伝えたい自殺予防(2014年）」6）等文

科省より幾つかの手引きが発行された。最近では

改正自殺対策基本法が2016年4月1日に施行され、

学校教育の中での「かけがえのない個人として共

に尊重しながら生きていく」ことへの啓発や教育

の推進がさらに求められるようになった。初等中

等教育の現場では、学級活動や道徳、総合的な学

習の時間等で「命の教育」「自殺予防教育」への

取組が始まっている状況の中、学生のアンケート

自由記載にも「学級開きに命の話をする」「中学、

高校でも研修が広まるとよい」「相談を受けるか

もしれない人は講習を受けた方が良い」など実践

中との回答や、研修に肯定的な回答がみられた。

子供たちの心の発達や理解力を考慮しながらの教

育となるため、今回用いた自殺相談対応研修がそ

のまま使えるわけではないと思われる。初等中等

教育等子供の教育現場で現在実施されている教

材、今後開発される教材を吟味し、本研修を大学

生が受講することが段階を追った学習として矛盾

がないか、難易度が適切であるかを比較考察して

いくことも一つの課題であろう。

（3） 実践への意欲

「もっとたくさんの知識を得たい」「今回の内容

を生かし、自殺を食い止めたい」「話が真面目で

少し怖かったが、大切な内容と感じた」と実践へ

の意欲がみられる回答もあった。大学内では、自

殺相談に特化した対応研修はまだ少ない。そのた

め今後は研修後に対応する機会があった場合に、

個別指導や相談をする場所を大学保健管理部門内

で設ける、再研修や応用編の研修を体験できるよ

うな機会を増やすことも有効だろう。

（4） 社会環境

「もっと相談しやすい社会になっていけば良い。

一人でため込んでしまいがちである。」という意
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見があった。「自殺したい」と打ち明ける場面に

おいて、「『この人ならば、私の絶望的な気持ちを

きっと真剣にきいてくれるはずだ』との思いから、

意識的・無意識的に特定の人物を選び出してい

る。」という。7）単身にて生活している人、友人

との関係がない場合や、表面的な付き合いしか

持っていない人は相談せず、一人で生活全般の対

応について判断している人もあるだろう。大学生

世代でも、自殺者に関する調査では、保健管理セ

ンター等保健管理施設への相談事例が少なく、援

助希求の希薄さが話題となっている。自殺を含め

た相談窓口の案内をわかりやすいところに掲示し

たり、容易に検索できるよう相談環境を整えるこ

とも、研修以上に必要なことと考える。

おわりに

2018年度の自殺相談対応研修後アンケート調査

について、自由記載への回答を検討した。対応方

法、学校教育、実践への意欲、社会環境の観点で

考察した。学生の調査参加にまずは感謝を述べ、

本論を調査への学生への回答の一つとしたい。メ

ンタルヘルスをめぐる環境は時と共に変化してい

くものであり、調査結果から得られた学生の意見

を反映し、援供するサービスを改善していくこと

が重要であると思われる。より良い研修を考えて

いく上、今後も継続調査が必要と考える。次年度

以降も、継続した調査研究を続けるにあたり、初

年度としての基盤調査を検討できたことは意義が

あったと考えている。

本研究は、平成30～32年度文部科学省科学研

究費（基盤研究C）（課題番号:18K02570 )「大

学での自殺相談対応研修実践とその効果の検証」

の助成を受け進めています。
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